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1.  平成23年12月期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 10,370 △8.5 1,391 △12.4 1,568 △10.5 772 △13.6

22年12月期 11,333 5.7 1,588 5.3 1,751 8.8 895 △1.0

（注）包括利益 23年12月期 486百万円 （△35.4％） 22年12月期 753百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 84.18 ― 6.5 13.1 13.4
22年12月期 97.48 ― 7.6 14.8 14.0

（参考） 持分法投資損益 23年12月期  ―百万円 22年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 14,169 11,976 84.2 1,298.59
22年12月期 14,190 11,849 83.2 1,285.62

（参考） 自己資本   23年12月期  11,924百万円 22年12月期  11,805百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 1,531 △1,449 △367 1,058
22年12月期 1,820 △1,077 △349 1,343

2.  配当の状況 

 平成23年11月７日に発表しました配当予想は、本資料において修正をしております。詳細は、「配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照願います。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― ― ― 40.00 40.00 367 41.0 3.1
23年12月期 ― ― ― 36.00 36.00 330 42.8 2.8

24年12月期(予想) ― ― ― 40.00 40.00 37.9

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,566 5.4 757 38.3 842 30.5 487 34.0 53.04
通期 10,712 3.3 1,582 13.8 1,667 6.3 970 25.5 105.66



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料の16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 9,350,000 株 22年12月期 9,350,000 株

② 期末自己株式数 23年12月期 167,351 株 22年12月期 167,335 株

③ 期中平均株式数 23年12月期 9,182,664 株 22年12月期 9,182,714 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 10,150 △8.6 1,364 △13.6 1,544 △11.7 758 △15.3

22年12月期 11,110 6.2 1,577 6.3 1,748 9.7 896 0.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年12月期 82.63 ―

22年12月期 97.60 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 14,013 11,787 83.8 1,278.07
22年12月期 14,038 11,675 82.9 1,266.65

（参考） 自己資本 23年12月期  11,736百万円 22年12月期  11,631百万円

2.  平成24年12月期の個別業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、実際の業績は、今後様々
な要因によって予想数値と異なる場合があります。詳細につきましては、添付資料の2ページ「次期の見通し」をご参照願います。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,460 5.6 841 33.4 492 38.6 53.58
通期 10,500 3.4 1,650 6.9 965 27.2 105.12
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(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績  

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な海外需要を背景に改善が見込まれておりましたが、３月に発生した

東日本大震災の影響により、半導体や自動車産業を中心に生産や輸出が大幅に落ち込み、更に放射能問題やタイの洪

水問題が加わり、社会的インフラや企業のサプライチェーンに多大な被害をもたらしました。一方、欧州の債務危機

に伴う海外経済の減速や歴史的な水準にある円高の長期化により、国内景気の先行きは減速懸念が強まっておりま

す。 

 当業界におきましても、先行きの不透明感から、ユーザ企業の設備投資には弱い動きが見られ慎重な姿勢が続いて

おります。 

 このような環境のなかで、当社グループは、システムインテグレータとして、多様化するお客様のニーズにフレキ

シブルに対応するため、業種別ソリューション、アウトソーシング、ネットワークの３つの基本戦略を掲げ、積極的

に営業展開を進めてまいりました。 

 具体的には、プロジェクト管理の充実、業種別商品の機能拡充とＡＳＰ受託売上の拡大、クラウドビジネスの展開

等を重点戦略と定め、課題の克服に取り組んでまいりました。 

 又、震災を機に、データセンターに求められるミッションクリティカルに応えるべく、燃料備蓄の増強や新型サー

バへの早期切替え、空調設備の改善等の対策を講じてまいりました。  

 しかし、エントリー業務の年金関連特需の終了や、一部の開発案件において開発の延期・規模の縮小等によりソフ

トウェア開発業務の収益が落ち込み、当連結会計年度における売上高は、103億70百万円（前期比８.５％減）、経常

利益15億68百万円（同10.５％減）、当期純利益７億72百万円（同13.６％減）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（情報処理・ソフトウェア開発業務）  

 システム運用業務において震災後、データセンター業務の安全性が高く評価されると共に、クラウコンピューティ

ングの追い風もありＡＳＰによる運用受託収入が堅調に推移したものの、ソフトウェア開発業務において制御系ソフ

トウェア開発案件の減少や予定していた開発案件の納期遅延等による不採算化の影響があり、ファシリティサービス

業務において年金関連等のエントリー業務の特需が終了したことに伴う反動があり、売上高は92億22百万円（前期比

５.９％減）となりました。  

（機器販売業務） 

 前年の大量のハードウェア入れ替え需要が終了した反動に伴い、売上高は８億48百万円（前期比30.３％減）とな

りました。 

（リース等その他の業務） 

 主要な取引先である建設業における受注環境の悪化を受け、レンタル売上が減少したことにより、売上高は２億98

百万円（前期比６.５％減）となりました。 

  

②次期の見通し  

 今後の経済動向につきましては、海外経済の減速や円高の影響により、国内景気は先行き減速懸念が強まるものと

予想されます。 

 当業界におきましても、ユーザ企業において、先行きの景気の不透明感が設備投資マインドを下げ、慎重な姿勢が

続くものと考えられます。しかし、こうした環境下におきましても、体質改善や経営の効率化を目的とする投資意欲

は潜在すると考えられます。又、この度の震災により、改めて情報の管理に対する考え方が見直され、データセンタ

ー業務の重要性が高く評価されており、いかにその需要を喚起できるか手腕が試されております。 

 この度、平成24年５月に竣工予定の第２データセンターは、クラウドサービスのニーズに十分対応できるものと考

えております 

 当社グループにおきましては、このような経営環境、産業動向のもと「コンピュータ市場の変化、技術の進捗状況

に対応し、顧客の皆様のニーズにマッチしたサービスの提供ができるように常に、変化を先取りし、積極的に提案す

る営業姿勢を全社的に更に徹底すること」を経営の基本姿勢として事業展開を図ることが重要であると考えておりま

す。 

 以上により、次期の連結業績の見通しにつきましては、売上高は、107億12百万円、経常利益16億67百万円、当期

純利益９億70百万円を見込んでおります。 

１．経営成績
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 なお、セグメント別の見通しは、次の通りであります。 

  

※ 見通しに関する留意事項 

 この決算短信に記載している業績の予想数値は、当社グループが現時点で入手可能な情報による判断及び仮定によ

り算出しております。従いまして、予想に内在する不確定要因や今後の経済情勢、環境の変化等により、実際の業績

は当該予想数値と異なる場合がありますのでご承知おきください。 

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債および純資産の状況 

（資産の部） 

 当連結会計年度末の資産合計は、前会計年度末に比べて20百万円減少して141億69百万円となりました。 

 流動資産は、たな卸資産の減少等により前連結会計年度末に比べて１億69百万円減少し、固定資産は、建設仮勘定

の増加等により前連結会計年度末に比べて１億48百万円増加しました。 

（負債の部） 

 当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて１億47百万円減少して21億93百万円となりました。 

 流動負債は、買掛金及び未払法人税等の減少により前連結会計年度末に比べて１億45百万円減少し、固定負債は、

前連結会計年度末に比べて１百万円減少しました。 

（純資産の部） 

 当連結会計年度末の純資産合計は、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末に比べて１億26百万円増加して

119億76百万円となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

（ 営業活動によるキャッシュ・フロー ） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、15億31百万円の増加となりました。主として、税

金等調整前当期純利益13億30百万円及び減価償却費４億34百万円の計上によるものです。 

（ 投資活動によるキャッシュ・フロー ） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、14億49百万円の減少となりました。主として、有

形固定資産の取得による支出８億99百万円及び投資有価証券の取得による支出５億53百万円によるものです。 

（ 財務活動によるキャッシュ・フロー ） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、３億67百万円の減少となりました。主として、配

当金の支払額３億67百万円によるものです。 

 この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ２億85百万円減少し、10億58百万

円となりました。 

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

※ 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

(注)①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算をしております。    

②株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。  

  

売上高（百万円） 

情報処理・ソフトウェア

開発業務 
機器販売業務 リース等その他の業務 

平成24年12月期   9,952   484   274

  
平成21年12

月期末 

平成22年12

月中間期 

平成22年12

月期末 

平成23年12

月中間期 

平成23年12

月期末 

自己資本比率（％） 82.3 83.7 83.2 86.3 84.2

時価ベースの自己資本比率

（％） 
79.1 76.6 76.5 72.4 68.2

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％） 
0.1 0.3 0.1 0.3 0.1

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
1,500.6 6,833.1 11,059.2 15,880.1 28,190.5
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③キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用してお

ります。 

④有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。安定的な経営基盤の確保

と株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を業績に応じて行うことを基本

方針としております。 

 当期の期末配当につきましては、この方針のもと、１株当たり36円を予定しております。 

  

  

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがありま

す。これらのリスクに対して当社グループは、発生の防止及び発生時における対処について、最善と考えられる施策

を行い事業活動に務める方針であります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

①当社の事業内容及び業績変動要因について 

 当社グループは、「情報サービス産業」に属し、情報処理業務(電算機・通信ネットワーク等の運用・保守・管理

業務等)、ソフトウェア開発業務(業種別・業務別アプリケーションソフト開発、制御系ソフト開発、グループウェア

ソフト開発等)、ファシリティ業務(データ入力、キーパンチャー派遣等)、及び当社グループが開発したシステムに

必要な機器販売業務等の事業を行っております。 

 コンピュータ関連技術は、ハードウェア面ではダウンサイジング化、ソフトウェア面ではネットワーク化等技術進

歩が急速であります。 

 高性能ＯＡ機器の普及により、汎用機を主とした業務売上の伸びが鈍化する一方でＷｅｂ型のホスティングサービ

ス、ハウジングサービス業務の増加が進んでおり、またそれに伴うソフトウェア開発業務売上が増加してくるなど、

事業内容が変化してまいりました。今後も、得意先の情報化投資の動向等によっては、当社の業務内容や業績に影響

を与える可能性があります。 

②顧客情報の漏洩について 

 当社は、事業遂行に関連して、顧客の機密情報を有しております。これらの機密情報については、その管理に万全

を期しておりますが、予期せぬ事態により流出する可能性が皆無ではなく、このような事態が生じた場合、当社の社

会的信用に影響を与え、その対応のための多額の費用負担や信用力の低下が当社業績に影響を与える可能性がありま

す。 

③情報ネットワークのセキュリティについて 

 当社は、ホストコンピュータやサーバーを外部からの物理的侵入が困難な当社所有コンピュータ専用ビル(データ

センター)に設置しております。また、インターネットにより外部から社内ネットワークに侵入された場合には重大

な障害が発生する事態も想定されるため、インターネットを経由して顧客との間で情報を受付け又は提供するシステ

ムにおいては、インターネットと社内ネットワークの接続ポイントを限定し、認証システムにより許可されたユーザ

ーからの特定データのみ通過させるファイアウォールやルータを設置する等の厳重な管理を実施しております。しか

し、セキュリティホール等によりハッカー、クラッカー等が進入した場合、ネットワークに重大な障害を与える可能

性があります。 

④品質問題について 

 当社の主な製品はソフトウェアであります。ソフトウェア開発は無形物の製作であるという特性があります。ソフ

トウェア品質管理ではソフトウェアに要求される品質を経済的に達成するための一定基準を設け、計画・実行・統制

を行い、最適な品質を確保できるよう、全力を挙げて取り組んでおりますが、開発時点では予期せぬシステム設計上

の瑕疵や不具合或いは、プログラムのバグ等の発生によりユーザーよりクレームや損害賠償請求等を受ける可能性が

皆無ではなく、この場合、当社業績に影響を与える可能性があります。 
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最近の有価証券報告書（平成23年３月30日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」から

重要な変更がないため開示を省略します。  

  

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、創業以来「コンピュータとニーズの仲人役」として、時代が情報産業に求める情報ツールを提供

することによりコンピュータ市場の変化、技術の進捗状況に対応し、常に顧客のニーズにマッチしたサービスの提供

ができるよう各事業分野にわたり積極的に提案する営業姿勢を経営の基本方針としております。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループが重要視している経営指標は、売上の拡大と収益力の向上を図ることであります。  

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、経営の基本姿勢を具体化するものとして、第一に業種に特化したソリューションの提供、第ニ

に、ホストコンピュータ・サーバを高度な運用技術で受託し情報処理コスト削減に貢献するアウトソーシングビジネ

ス、第三に、インターネットを利用してのシステム開発・運用、ネットワーク保守等を提供するネットワークサービ

スの３分野を、コア・ビジネスとして位置づけ事業基盤の整備を図ってまいります。 

 そして更なる業績の向上に努め、財務体質の強化と市場環境の変化にスピーディーに対応した企業グループの確立

を目指してまいります。 

   

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、厳しい経営環境が続くなか、企業間競争に勝ち残るため、お客様のニーズにマッチしたサービス

の提供を継続して行うことが出来るよう全社的に営業体制の強化を徹底することが重要であると考えております。 

 このため、当社は次の経営戦略を掲げ、積極的に推進することにより経営を刷新し、一層の業績の向上に取り組ん

でまいる所存であります。 

  

①計画の複線化  

 利益計画は、期初に策定しておりますが、期中において予期しない障害やトラブルが発生し、目標達成が困難な情

況となり、当初の計画が実現できなくなることがあります。 

 そこで、当社は、計画を複数立案することとし、メインのプロジェクトが計画どおりに実行できなければ、サブの

プロジェクトですぐにカバーできるようにします。すなわち、各プロジェクトの実現可能性を乗じて保守的に計画値

を見積もり、進捗の情況により、その確度が変化した（実現が困難であると判断した）場合は、代替するプロジェク

トの実行に転換し、当初計画値の実現を図りたいと考えております。 

  

②管理の調整機能の強化 

 管理業務を円滑に進める手法の一つとして、ＰＤＳサイクルがあります。実行の段階で計画通りの結果が出ていな

ければ、その原因を把握し、早く対策を講じることが重要であります。当社では、これを管理の調整機能（Adjust）

としておりますが、この機能がここ数年弱くなっておりました。 

 そこで、この管理サイクルのピッチを短くし計画通りに実行できるよう、Adjust機能の強化を推進してまいりたい

と考えます。具体的には、管理者のトラブル対応力の強化や担当者との迅速な報告・連絡・相談ができる体制作りに

努めてまいります。 

  

③商品化の促進 

 近年、ユーザ企業において情報処理システムの重要性が増大し、システムの導入や運用・維持にかかるコスト削減

の要請が高まっております。 

 情報処理コストの削減に最も効果的な方策は、システムのパターン化であります。当社は他社に先駆け、組織を業

種別に特化し、業種別基幹システムのパターン化に取り組んでまいりました。 

 しかし、今や当業界の大手企業ではシステムのパターン化は常識となりつつあり、さらにもう一歩踏み込んだ商品

化の促進が必要であると考えます。そこで、当社は、次の４つの対策を講じてまいります。 

■営業の基本方針は「パターン化商品の受注拡大」と「パターン化商品の需要にマッチしたアップグレードの促

進」に絞った活動を行う。 

■ユーザ別に作成されたカスタマイズをパターン化し、複数ユーザに提供することにより、カスタマイズの生産性

向上を図る。 

■スマートフォン、クラウドといった新しいＩＴ技術を活用した業種別・業務別商品を開発し商品化する。 

■当社で開発済みのシステムパターンを、活用が見込まれる新事業分野に対して商品化を企画する。 

  

④ソフトウェア開発とプロジェクト管理の改善  

３．経営方針
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 プロジェクト管理の徹底については、従前より取り組んでおりますが、未だ十分であると言えず、今後とも引き続

き充実を図ってまいります。 

 具体的には、以下のような３つの対策を講じてまいります。 

■基本設計の精度向上 

設計時における充分なシステム確認を行う。つまり、基本設計の重要な事項についてユーザの確認と合意を得

る。 

 ■テストの強化 

単体検証、結合検証、総合検証のそれぞれの仕様について検証担当者を明確に定め、最終の検証仕様の確認はユ

ーザにも参加を願い、検証の精度を高める。 

 ■基本設計確定時の受注金額の変更 

受注の際の要件定義で定めたシステムの内容と基本設計で確定したシステムの内容に差異が生じた場合は、後者

に基づいて受注金額が変更できるようルールを確立する。 

  

⑤ＥＲＰ商品化の推進  

 当社は、業種別営業部門において、製造業、流通業、物流業等さまざまな業種に特化した業種別基幹システムパッ

ケージを開発し営業を行っております。一方、業務別にシステム差異の少ない会計・人事・給与システム、グループ

ウェアシステム、ＢＩツール、ファイルプロトコル変換、プリンティングサービス等の業務やＩＴ技術に特化した商

品開発は会計・人事システム営業部、制御システム部、ｅｃソリューション部、ネットワークマネジメント部等の部

門が担当しております。 

 ＥＲＰの提供は、業種別営業部門が旗振りし、開発担当部門と連携して業種別ＥＲＰを促進します。そのために

は、ユーザに提供するこれらのシステムが有機的に一貫性を持つことが求められます。具体的には、マスターのレイ

アウト、運用ルール、表示の方法等について標準化・共通化を図り、ＥＲＰ商品化の推進をしてまいります。 

    

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,343,559 1,058,257

受取手形及び売掛金 1,487,534 1,384,554

有価証券 － 363,320

たな卸資産 528,280 331,416

繰延税金資産 126,431 174,083

その他 99,601 104,961

貸倒引当金 △7,187 △7,849

流動資産合計 3,578,219 3,408,745

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,852,934 3,876,643

減価償却累計額 △2,063,733 △2,160,949

建物及び構築物（純額） 1,789,200 1,715,694

機械装置及び運搬具 282,550 283,460

減価償却累計額 △174,339 △192,985

機械装置及び運搬具（純額） 108,210 90,475

建設仮勘定 10,038 509,888

その他 1,893,144 1,982,201

減価償却累計額 △1,479,167 △1,524,080

その他（純額） 413,976 458,120

土地 4,339,458 4,339,458

有形固定資産合計 6,660,884 7,113,636

無形固定資産 20,466 16,110

投資その他の資産   

投資有価証券 3,677,116 3,255,575

従業員に対する長期貸付金 7,230 5,760

繰延税金資産 153,420 269,255

前払年金費用 25,555 16,584

その他 71,457 85,718

貸倒引当金 △3,791 △1,634

投資その他の資産合計 3,930,987 3,631,258

固定資産合計 10,612,339 10,761,005

資産合計 14,190,558 14,169,750
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 419,263 337,804

関係会社短期借入金 2,079 2,079

未払金 310,925 300,471

未払法人税等 363,260 306,800

預り金 516,854 509,332

賞与引当金 221,649 224,034

その他 464,651 472,306

流動負債合計 2,298,685 2,152,829

固定負債   

役員退職慰労引当金 32,465 30,599

その他 9,616 9,616

固定負債合計 42,082 40,215

負債合計 2,340,767 2,193,045

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,370,150 1,370,150

資本剰余金 1,302,350 1,302,350

利益剰余金 9,517,969 9,923,655

自己株式 △243,435 △243,453

株主資本合計 11,947,033 12,352,701

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △141,603 △428,183

その他の包括利益累計額合計 △141,603 △428,183

新株予約権 43,812 51,806

少数株主持分 549 380

純資産合計 11,849,791 11,976,705

負債純資産合計 14,190,558 14,169,750
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 11,333,713 10,370,335

売上原価 7,924,170 7,267,486

売上総利益 3,409,542 3,102,848

販売費及び一般管理費 1,821,187 1,711,649

営業利益 1,588,355 1,391,199

営業外収益   

受取利息 51,741 58,507

受取配当金 85,754 91,954

有価証券売却益 13,211 －

デリバティブ評価益 7,947 2,209

雑収入 27,549 26,948

営業外収益合計 186,205 179,619

営業外費用   

支払利息 164 54

有価証券売却損 3,270 2,501

有価証券償還損 19,208 －

雑損失 118 88

営業外費用合計 22,762 2,644

経常利益 1,751,798 1,568,174

特別利益   

役員退職慰労引当金戻入額 － 650

特別利益合計 － 650

特別損失   

固定資産除却損 27,471 16,004

投資有価証券評価損 177,000 199,835

貸倒損失 33,207 22,959

特別損失合計 237,678 238,800

税金等調整前当期純利益 1,514,119 1,330,024

法人税、住民税及び事業税 611,263 574,715

法人税等調整額 7,740 △17,704

法人税等合計 619,003 557,011

少数株主損益調整前当期純利益 － 773,012

少数株主利益 8 19

当期純利益 895,107 772,993
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 773,012

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △286,579

その他の包括利益合計 － △286,579

包括利益 － 486,433

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 486,413

少数株主に係る包括利益 － 19
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,370,150 1,370,150

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,370,150 1,370,150

資本剰余金   

前期末残高 1,302,350 1,302,350

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,302,350 1,302,350

利益剰余金   

前期末残高 8,971,806 9,517,969

当期変動額   

剰余金の配当 △348,944 △367,306

当期純利益 895,107 772,993

当期変動額合計 546,162 405,686

当期末残高 9,517,969 9,923,655

自己株式   

前期末残高 △243,330 △243,435

当期変動額   

自己株式の取得 △105 △17

当期変動額合計 △105 △17

当期末残高 △243,435 △243,453

株主資本合計   

前期末残高 11,400,976 11,947,033

当期変動額   

剰余金の配当 △348,944 △367,306

当期純利益 895,107 772,993

自己株式の取得 △105 △17

当期変動額合計 546,057 405,668

当期末残高 11,947,033 12,352,701
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △258,425 △141,603

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116,821 △286,579

当期変動額合計 116,821 △286,579

当期末残高 △141,603 △428,183

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △258,425 △141,603

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116,821 △286,579

当期変動額合計 116,821 △286,579

当期末残高 △141,603 △428,183

新株予約権   

前期末残高 31,689 43,812

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,122 7,994

当期変動額合計 12,122 7,994

当期末残高 43,812 51,806

少数株主持分   

前期末残高 643 549

当期変動額   

剰余金の配当 △12 △4

連結子会社株式の取得による持分の増減 △90 △184

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 19

当期変動額合計 △93 △169

当期末残高 549 380

純資産合計   

前期末残高 11,174,883 11,849,791

当期変動額   

剰余金の配当 △348,956 △367,311

当期純利益 895,107 772,993

自己株式の取得 △105 △17

連結子会社株式の取得による持分の増減 △90 △184

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 128,953 △278,565

当期変動額合計 674,907 126,914

当期末残高 11,849,791 11,976,705
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,514,119 1,330,024

減価償却費 423,511 434,024

のれん償却額 3,399 3,399

受取利息及び受取配当金 △137,496 △150,461

支払利息 164 54

固定資産除却損 27,471 16,004

投資有価証券評価損益（△は益） 177,000 199,835

デリバティブ評価損益（△は益） △7,947 △2,209

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,441 △1,494

売上債権の増減額（△は増加） 303,562 102,979

たな卸資産の増減額（△は増加） 71,907 196,863

その他の流動資産の増減額（△は増加） △50,195 △2,212

仕入債務の増減額（△は減少） 12,033 △81,458

その他の流動負債の増減額（△は減少） 10,953 △11,768

その他 48,484 5,529

小計 2,378,527 2,039,112

利息及び配当金の受取額 104,500 123,109

利息の支払額 △164 △54

法人税等の支払額 △662,317 △630,321

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,820,544 1,531,845

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △541,401 △899,825

投資有価証券の取得による支出 △654,006 △553,127

投資有価証券の売却による収入 55,871 3,062

有価証券の償還による収入 66,944 －

子会社株式の取得による支出 △73 △146

貸付けによる支出 △6,530 △30

貸付金の回収による収入 1,650 1,500

無形固定資産の取得による支出 － △1,250

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,077,546 △1,449,817

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △348,944 △367,306

その他 △117 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー △349,062 △367,329

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 393,936 △285,301

現金及び現金同等物の期首残高 949,623 1,343,559

現金及び現金同等物の期末残高 1,343,559 1,058,257
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 該当事項はありません。  

   

継続企業の前提に関する注記
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社   １社 

連結子会社は、イースタンリース

㈱の１社であります。 

（１）連結子会社   １社 

同   左 

  （２）非連結子会社  ２社 

非連結子会社は、㈱シーガル、及

び大連東計軟件有限公司の２社で

あります。 

（２）非連結子会社  ２社 

同   左 

  （連結の範囲から除いた理由） 

これら非連結子会社の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金

等はいずれも小規模であり全体と

しても連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりません。 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

(１)持分法適用の関連会社   無 (１)持分法適用の関連会社   無 

(２)持分法を適用していない非連結 

  子会社 ２社 

㈱シーガル 

大連東計軟件有限公司 

持分法を適用していない非連結子会社

は当期純損益及び利益剰余金等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。 

(２)持分法を適用していない非連結 

  子会社 

同   左 

  (３)持分法を適用していない関連会社 

ファインシステム㈱ 

持分法を適用していない関連会社は、

当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

(３)持分法を適用していない関連会社 

同   左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同   左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

（イ）その他有価証券 

 ①時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

  なお、組込デリバティブを区分して

測定することができない複合金融商

品については、複合金融商品全体を

時価評価し、評価差額を当連結会計

年度の損益に計上しております。 

イ 有価証券 

（イ）その他有価証券 

 ①時価のあるもの 

同   左 

   ②時価のないもの 

  国内非上場株式 

  移動平均法による原価法 

 ②時価のないもの 

  国内非上場株式 

同   左 

      非上場外国債券 

   償却原価法（定額法） 

    非上場外国債券 

同   左 

    投資事業組合等 

   投資事業組合等の事業年度の財務

諸表及び事業年度の中間会計期間に

係る中間財務諸表に基づいて、投資

事業組合等の純資産を出資持分割合

に応じて計上しております。 

  投資事業組合等 

同   左 

  ロ たな卸資産 

（イ）商品・仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表

価額は、収益性の低下に基づく簿

価の切下げの方法により算定） 

ロ たな卸資産 

（イ）商品・仕掛品 

同   左 

  （ロ）貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対

照表価額は、収益性の低下に基づ

く簿価の切下げの方法により算

定） 

（ロ）貯蔵品 

同   左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

平成19年３月31日以前に取得したも 

の 

旧定率法 

平成19年４月１日以降に取得したも

の 

定率法 

ただし、平成10年10月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっておりま

す。 

イ 有形固定資産 

同   左 

  なお、主要な有形固定資産の耐用年

数は下記のとおりです。 

建物          50年 

工具、器具及び備品   ５年 

  

  ロ 無形固定資産 

  定額法 

ロ 無形固定資産 

同   左 

  ハ 長期前払費用 

   定額法 

ハ 長期前払費用 

同   左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可

能性を検討し回収不能見込額を計上

しております。 

イ 貸倒引当金 

同   左 

  ロ 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上しておりま

す。 

ロ 賞与引当金 

同   左 

  ハ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。 

  過去勤務債務は、主としてその発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定額法

により費用処理をしております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

  なお、計算の結果、当連結会計年度

においては、退職給付引当金が借方

残高となったため前払年金費用とし

て投資その他の資産に計上しており

ます。 

  （会計方針の変更） 

  当連結会計年度より、「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その

３）（企業会計基準委員会 平成20

年７月31日 企業会計基準第19号）

を適用しております。 

  なお、この変更による損益に与える

影響はありません。 

ハ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。 

  過去勤務債務は、主としてその発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（３年）による定額法

により費用処理をしております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

  なお、計算の結果、当連結会計年度

においては、退職給付引当金が借方

残高となったため前払年金費用とし

て投資その他の資産に計上しており

ます。 

  ニ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充当するた

め、役員退職慰労金内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計上して

おります。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同   左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

  (4)収益及び費用の計上基準 当連結会計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる受注制作の

ソフトウエア開発契約については工事進

行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の契約については工事完成基

準を適用しております。 

（会計方針の変更）  

受注制作のソフトウエアに係る収益の計

上基準については、従来、検収基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平

成19年12月27日 企業会計基準第15号）

及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成19年

12月27日 企業会計基準適用指針第18

号）を当連結会計年度より適用し、当連

結会計年度に着手した契約から、当連結

会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる契約については工

事進行基準（進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の契約については工事完

成基準を適用しております。 

 なお、この変更による損益に与える影

響はありません。 

当連結会計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる受注制作の

ソフトウエア開発契約については工事進

行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の契約については工事完成基

準を適用しております。 

  (5)その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同   左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

現金及び現金同等物は手許現金、随時引

出可能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

同   左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

         ――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第

21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

なお、この変更による損益に与える影響はありません。 

表示方法の変更

当連結会計年度
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

（連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第5

号）の適用により、当連結会計年度より、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 
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当連結会計年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  親会社株主に係る包括利益        千円 

  少数株主に係る包括利益           千円 

  

※2 当連結会計年度の直前会計年度におけるその他包括利益 

  その他有価証券評価差額金       千円 

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年12月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するもの ※１．非連結子会社及び関連会社に対するもの 

投資有価証券(株式) 千円9,221

その他（関係会社出資金）   千円10,000

投資有価証券(株式) 千円9,221

その他（関係会社出資金）   千円10,000

※２．連結会計年度末日満期手形の処理 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。 

   したがって、当連結会計年度末日は銀行休業日の

ため、次のとおり連結会計年度末日満期分が期末

残高に含まれております。 

※２．連結会計年度末日満期手形の処理 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。 

   したがって、当連結会計年度末日は銀行休業日の

ため、次のとおり連結会計年度末日満期分が期末

残高に含まれております。 

受取手形 千円12,073 受取手形 千円10,584

※３．当該項目に属する資産の科目及び金額に関するも

の  

※３．当該項目に属する資産の科目及び金額に関するも

の  

※４．損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、

これに対応する工事損失引当金 千円を相殺表

示しております。  

商品     千円1,993

仕掛品 千円522,306

貯蔵品 千円3,980

30,230

※４．損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、

これに対応する工事損失引当金 千円を相殺表

示しております。  

商品     千円2,185

仕掛品 千円325,447

貯蔵品 千円3,783

98,884

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与 千円918,641

賞与引当金繰入額 千円45,007

給与 千円813,232

賞与引当金繰入額 千円109,212

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

車両及び運搬具 千円1,605

工具、器具及び備品 千円25,865

計 千円27,471

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

建物及び構築物  

車両及び運搬具 

千円

千円

1,047

194

工具、器具及び備品 千円14,762

計 千円16,004

※３．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 

                    千円 30,230

※３．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 

                    千円 97,923

（連結包括利益計算書関係）

753,503

8

     計              千円753,512

△141,603

     計             千円△141,603

株式会社東計電算　（4746）　平成23年12月期 決算短信

－22－



前連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取りよる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  9,350,000  －  －  9,350,000

合計  9,350,000  －  －  9,350,000

自己株式         

普通株式 （注）  167,245  90  －  167,335

合計  167,245  90  －  167,335

90

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －  －  －  －  43,812

合計 －  －  －  －  －  43,812

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式  348,944  38 平成21年12月31日 平成22年３月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年３月29日 

定時株主総会 
普通株式  367,306 利益剰余金   40 平成22年12月31日 平成23年３月30日
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当連結会計年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取りよる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  9,350,000  －  －  9,350,000

合計  9,350,000  －  －  9,350,000

自己株式         

普通株式 （注）  167,335  16  －  167,351

合計  167,335  16  －  167,335

16

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －  －  －  －  51,806

合計 －  －  －  －  －  51,806

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年３月29日 

定時株主総会 
普通株式  40  367,306 平成22年12月31日 平成23年３月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成24年３月28日 

定時株主総会 
普通株式  330,575 利益剰余金   36 平成23年12月31日 平成24年３月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在） （平成23年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 千円 1,343,559

現金及び現金同等物 千円 1,343,559

現金及び預金勘定 千円 1,058,257

現金及び現金同等物 千円 1,058,257
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年３月10日 企業会計

基準第10号）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成20年３月10日 

企業会計基準適用指針第19号）を適用しております。 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループの資金運用は主として余資を安全性の高い金融資産で運用しております。また、資金調達は全

て自己資金を充当し、不足分を銀行借入による方針としております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。 

 その他有価証券は主として株式及び債券であり、いずれも市場価格の変動リスクに晒されております。ま

た、債券については外貨建てのものがあり、為替変動によるリスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金等については、資金調達に係る流動性リスクがあります。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

 ①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

 当社グループは、債権管理規程に従い取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、毎月取引先の状況を経営

会議において報告しております。また、与信管理に係る規程に従い、取引先ごとにリスクの軽減を図る体制を

とっております。 

 ②市場リスク（株式価格や債券価格等の変動リスク）の管理 

 その他有価証券については、定期的に時価を把握し、取締役会に報告を行っております。 

 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社グループは、各部署からの報告に基づき経理課が適時に資金繰計画を作成・更新する方法により流動性

リスクを管理しています。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。  

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。  

  

（金融商品関係）

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)現金及び預金   1,343,559  1,343,559 －

(2)受取手形及び売掛金   1,487,534  1,487,534 －

(3)投資有価証券 

  その他有価証券  
3,580,078  3,580,078 －

資産計 6,411,171  6,411,171 －

(1)買掛金   419,263  419,263 －

(2)未払金   310,925  310,925 －

(3)未払法人税等   363,260  363,260 －

(4)預り金   516,854  516,854 －

負債計  1,610,303  1,610,303 －

株式会社東計電算　（4746）　平成23年12月期 決算短信

－25－



（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3)投資有価証券 

 これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関

等から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事

項「有価証券関係」をご参照下さい。 

負 債 

(1)買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等及び(4)預り金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。  

  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場時価がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証

券」には含めておりません。 

(*1)その他有価証券の非上場株式の「連結貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価額であり、当連結会計年

度において 千円減損処理を行っております。 

  

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

区分 連結貸借対照表計上額（千円）  

投資有価証券 

 その他有価証券 

  非上場株式(*1) 83,388

  投資事業組合 4,427

小計 87,815

 関係会社株式  

  非上場株式 9,221

小計 9,221

合計 97,037

177,000

  
１年以内 

（千円）  

１年超５年以内 

（千円）  

５年超10年以内 

（千円）  

10年超 

（千円）  

現金及び預金   1,343,559 －  － －

受取手形及び売掛金  1,487,534 －  － －

投資有価証券 

 その他有価証券  － 957,971  182,909 －

合計  2,831,093 957,971  182,909 －
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループの資金運用は主として余資を安全性の高い金融資産で運用しております。また、資金調達は全

て自己資金を充当し、不足分を銀行借入による方針としております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。 

 その他有価証券は主として株式及び債券であり、いずれも市場価格の変動リスクに晒されております。ま

た、債券については外貨建てのものがあり、為替変動によるリスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金等については、資金調達に係る流動性リスクがあります。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

 ①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

 当社グループは、債権管理規程に従い取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、毎月取引先の状況を経営

会議において報告しております。また、与信管理に係る規程に従い、取引先ごとにリスクの軽減を図る体制を

とっております。 

 ②市場リスク（株式価格や債券価格等の変動リスク）の管理 

 その他有価証券については、定期的に時価を把握し、取締役会に報告を行っております。 

 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社グループは、各部署からの報告に基づき経理課が適時に資金繰計画を作成・更新する方法により流動性

リスクを管理しています。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。  

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。  

  

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)現金及び預金  1,058,257  1,058,257 －

(2)受取手形及び売掛金  1,384,554  1,384,554 －

(3)有価証券及び投資有価証券 

  その他有価証券  
3,524,468  3,524,468 －

資産計 5,967,281  5,967,281 －

(1)買掛金  337,804  337,804 －

(2)未払金  300,471  300,471 －

(3)未払法人税等  306,800  306,800 －

(4)預り金  509,332  509,332 －

負債計  1,454,409  1,454,409 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関

等から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事

項「有価証券関係」をご参照下さい。 

負 債 

(1)買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等及び(4)預り金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。  

  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場時価がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及

び投資有価証券」には含めておりません。 

  

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

区分 連結貸借対照表計上額（千円）  

有価証券及び投資有価証券 

 その他有価証券 

  非上場株式 83,388

  投資事業組合 1,817

小計 85,205

 関係会社株式  

  非上場株式 9,221

小計 9,221

合計 94,427

  
１年以内 

（千円）  

１年超５年以内 

（千円）  

５年超10年以内 

（千円）  

10年超 

（千円）  

現金及び預金  1,058,257 －  － －

受取手形及び売掛金 1,384,554 －  － －

有価証券及び投資有

価証券 

 その他有価証券  363,320 742,173  23,417 －

合計  2,806,133 742,173  23,417 －
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有価証券 

前連結会計年度（平成22年12月31日） 

１．その他有価証券  

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

   

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表計上
額 

（千円） 

取得原価
（千円） 

差額
（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1)株式  619,711  501,606  118,105

(2)債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  104,534  99,025  5,509

③ その他  292,748  276,726  16,022

(3)その他  794,782  685,723  109,059

小計  1,811,777  1,563,081  248,695

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1)株式  809,593  1,178,031  △368,438

(2)債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  29,550  30,294  △744

③ その他  714,047  787,777  △73,730

(3)その他  215,110  259,380  △44,270

小計  1,768,300  2,255,483  △487,182

合計  3,580,078  3,818,565  △238,487

当連結会計年度
（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

  株式         

  投資事業組合         

55,789

82
 13,211  3,270
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当連結会計年度（平成23年12月31日） 

１．その他有価証券  

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は上表には含めておりません。

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて199,835千円減損処理を行ってお

ります。なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ、50％

以上下落した場合には全て減損処理を行っております。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

   

  種類 
連結貸借対照表計上
額 

（千円） 

取得原価
（千円） 

差額
（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1)株式  222,614  171,177  51,437

(2)債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  99,122  98,214  908

③ その他  178,359  168,906  9,452

(3)その他  36,364  25,012  11,352

小計  536,461  463,310  73,150

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1)株式  1,451,942  1,912,583  △460,641

(2)債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  29,625  30,187  △562

③ その他  819,987  927,205  △107,218

(3)その他  686,453  862,505  △176,052

小計  2,988,007  3,732,482  △744,474

合計  3,524,468  4,195,793  △671,324

当連結会計年度
（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

  株式         

  投資事業組合       

4,276

3,062
 －  2,501
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 複合金融商品関連 

 組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、注記事

項の「有価証券関係」の１．その他有価証券に含めて記載しております。 

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 複合金融商品関連 

 組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、注記事

項の「有価証券関係」の１．その他有価証券に含めて記載しております。 

  

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けているとともに厚生年金基金制度

に加入しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

（退職給付関係）

  
前連結会計年度

（平成22年12月31日） 
当連結会計年度

（平成23年12月31日） 

（１） 退職給付債務（千円）  △477,594    △487,605   

（２） 年金資産（千円）  434,504    430,542   

（３） 未積立退職給付債務 （１）＋（２）（千円）  △43,090    △57,063   

（４） 未認識数理計算上の差異（千円）  68,803    73,726   

（５） 未認識過去勤務債務（千円）  △158    △79   

（６） 合計 （３）＋（４）＋(５)(千円)  25,555    16,584   

（７） 前払年金費用（千円）  25,555    16,584   

（８） 退職給付引当金 （６）－（７）（千円）  －    －   

  
前連結会計年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

(1)勤務費用（千円）  29,259

 8,891

 △6,032

 △79

 13,988

 46,027

 29,844

 9,551

 △6,517

 △79

 14,324

 47,124

(2)利息費用（千円） 

(3)期待運用収益（減算）（千円） 

(4)過去勤務債務の費用処理額（千円） 

(5)数理計算上の差異の費用処理額（千円） 

(6)退職給付費用（千円） 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

５．厚生年金基金制度に関する事項 

当社及び連結子会社が加入しております厚生年金基金制度の年金拠出割合により算出した年金資産は前連結

会計年度 千円、当連結会計年度 千円、年金拠出額は前連結会計年度 千円、当連結

会計年度 千円であります。 

 なお、年金拠出額は当連結会計年度の費用としております。 

６．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項 

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成23年３月31日現在） 

（２）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（３）補足説明 

上期（１）の差引額の要因 

  
前連結会計年度

（平成22年12月31日） 
当連結会計年度

（平成23年12月31日） 

(1)割引率（％）  2.0  1.8

(2)期待運用収益率（％）  1.5  1.5

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4)過去勤務債務の処理年数（年）    3    3

  （過去勤務債務は、主とし

てその発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法

により費用処理をしており

ます。） 

同    左 

(5)数理計算上の差異の処理年数（年）  10  10

  （各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。） 

同    左 

1,614,856 1,632,462 19,351

19,067

  神奈川県情報サービス産業厚生年金基金 

年金資産の額（百万円）  23,142   

年金財政計算上の給付債務の額（百万円）  26,288   

差引額（百万円）  △3,146   

神奈川県情報サービス産業厚生年金基金

％ 6.40   

  神奈川県情報サービス産業厚生年金基金 

剰余金（△は不足金）（百万円）  △2,135   

資産評価調整加算額（百万円）  △1,011   

未償却過去勤務債務残高（百万円）  －   

差引額（百万円）  △3,146    
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

①流動資産  

賞与引当金 千円90,055

未払事業税 千円29,757

その他 千円6,617

 計 千円126,431

繰延税金資産  

①流動資産  

賞与引当金 千円91,025

未払事業税 千円25,962

その他有価証券 

その他 

千円

千円

25,743

31,352

 計 千円174,083

    

②固定資産  

役員退職慰労引当金 千円13,190

土地減損損失 

投資有価証券評価損 

その他有価証券 

千円

千円

千円

43,337

10,046

96,906

その他 千円323

 計 千円163,804

繰延税金負債（固定）との相殺額 千円△10,383

繰延税金資産の純額（固定） 千円153,420

②固定資産  

役員退職慰労引当金 千円10,872

土地減損損失 

投資有価証券評価損 

その他有価証券 

千円

千円

千円

37,951

9,385

216,946

 計 千円275,156

繰延税金負債（固定）との相殺額 千円△5,901

繰延税金資産の純額（固定） 千円269,255

    

繰延税金負債  

①流動負債  

該当事項はありません。  

繰延税金負債  

①流動負債  

該当事項はありません。  

    

②固定負債  

前払年金費用 千円10,383

 計 千円10,383

繰延税金資産（固定）との相殺額 千円△10,383

繰延税金負債の純額（固定）    －

②固定負債  

前払年金費用 千円5,901

 計 千円5,901

繰延税金資産（固定）との相殺額 千円△5,901

繰延税金負債の純額（固定）    －

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。 

同     左 
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費           千円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

―――――――― ３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金

負債の修正 

   平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大

震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第

117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する

連結会計年度より法人税が変更されることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解

消期間に応じて以下のとおりとなります。 

平成24年12月31日まで 40.63% 

平成25年１月１日から平成27年12月31日まで 37.96% 

平成28年１月１日以降 35.58% 

この税率の変更により繰延税金資産の金額は36,638千

円減少し、法人税等調整額（貸方）が6,752千円減少

しております。 

（ストック・オプション等関係）

12,122

  平成19年ストック・オプション 平成21年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数

（名） 
当社取締役３名 当社従業員12名 当社従業員２名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注） 
普通株式 150,000株 普通株式 20,000株 

付与日 平成19年４月２日 平成21年４月１日 

権利確定条件 

付与日（平成19年４月２日）以降、新

株予約権の行使時において当社の取締

役または、従業員であること。 

ただし、平成19年３月26日開催の株主

総会決議後、勤続２年以上で退任、退

職した場合には、当該事由が発生した

日から６ヶ月間に限り行使できるもの

とする。 

付与日（平成21年４月１日）以降、新

株予約権の行使時において当社の取締

役または、従業員であること。 

ただし、平成21年３月27日開催の株主

総会決議後、勤続２年以上で退任、退

職した場合には、当該事由が発生した

日から６ヶ月間に限り行使できるもの

とする。 

対象勤務期間 
８年間（自 平成19年４月２日 至 

平成27年３月26日） 

８年間（自 平成21年４月１日 至 

平成29年３月27日） 

権利行使期間 

２年間（自 平成27年３月27日 至 

平成29年３月26日） 

ただし、平成19年３月26日開催の株主

総会決議後、勤続２年以上で退任、退

職した場合には、当該事由が発生した

日から６ヶ月間に限り行使できるもの

とする。 

２年間（自 平成29年４月２日 至 

平成31年３月27日） 

ただし、平成21年３月27日開催の株主

総会決議後、勤続２年以上で退任、退

職した場合には、当該事由が発生した

日から６ヶ月間に限り行使できるもの

とする。 
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成22年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

  

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。 

  

  平成19年ストック・オプション 平成21年ストック・オプション

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末  130,000  20,000

付与  －  －

失効  －  －

権利確定  －  －

未確定残  130,000  20,000

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末  －  －

権利確定  －  －

権利行使  －  －

失効  －  －

未行使残  －  －

  平成19年ストック・オプション 平成21年ストック・オプション

権利行使価格        （円）  1,519  1,519

行使時平均株価      （円）  －  －

付与日における公正な評価単価 

（円） 
 695  329
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費           千円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

7,994

  平成19年ストック・オプション 平成21年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数

（名） 
当社取締役３名 当社従業員12名 当社従業員２名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注） 
普通株式 150,000株 普通株式 20,000株 

付与日 平成19年４月２日 平成21年４月１日 

権利確定条件 

付与日（平成19年４月２日）以降、新

株予約権の行使時において当社の取締

役または、従業員であること。 

ただし、平成19年３月26日開催の株主

総会決議後、勤続２年以上で退任、退

職した場合には、当該事由が発生した

日から６ヶ月間に限り行使できるもの

とする。 

付与日（平成21年４月１日）以降、新

株予約権の行使時において当社の取締

役または、従業員であること。 

ただし、平成21年３月27日開催の株主

総会決議後、勤続２年以上で退任、退

職した場合には、当該事由が発生した

日から６ヶ月間に限り行使できるもの

とする。 

対象勤務期間 
８年間（自 平成19年４月２日 至 

平成27年３月26日） 

８年間（自 平成21年４月１日 至 

平成29年３月27日） 

権利行使期間 

２年間（自 平成27年３月27日 至 

平成29年３月26日） 

ただし、平成19年３月26日開催の株主

総会決議後、勤続２年以上で退任、退

職した場合には、当該事由が発生した

日から６ヶ月間に限り行使できるもの

とする。 

２年間（自 平成29年４月２日 至 

平成31年３月27日） 

ただし、平成21年３月27日開催の株主

総会決議後、勤続２年以上で退任、退

職した場合には、当該事由が発生した

日から６ヶ月間に限り行使できるもの

とする。 
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成23年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

  

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。 

  

  平成19年ストック・オプション 平成21年ストック・オプション

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末  130,000  20,000

付与  －  －

失効  10,000  －

権利確定  －  －

未確定残  120,000  20,000

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末  －  －

権利確定  －  －

権利行使  －  －

失効  －  －

未行使残  －  －

  平成19年ストック・オプション 平成21年ストック・オプション

権利行使価格        （円）  1,519  1,519

行使時平均株価      （円）  －  －

付与日における公正な評価単価 

（円） 
 695  329
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）  

 当社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸住宅を所有しております。な

お、当該賃貸住宅の一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産

としております。 

 平成22年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 千円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増

減額及び時価は、以下の通りであります。 

（単位：千円）

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額及び一部の土地につきましては減

損損失額を取得原価から直接控除した金額であります。 

（注２）当連結会計年度増減額のうち、増加額は該当事項がなく、減少額は減価償却費（ 千円）でありま

す。 

（注３）当連結会計年度末の時価は、自社で合理的に算定した価額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）で

あります。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年11月

28日 企業会計基準第20号）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成20年11月28日 企業会計基準適用指針第23号）を適用しております。 

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）  

 当社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸住宅を所有しております。な

お、当該賃貸住宅の一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産

としております。 

 平成23年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 千円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増

減額及び時価は、以下の通りであります。 

（単位：千円）

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額及び一部の土地につきましては減

損損失額を取得原価から直接控除した金額であります。 

（注２）当連結会計年度増減額のうち、増加額は該当事項がなく、減少額は減価償却費（ 千円）でありま

す。 

（注３）当連結会計年度末の時価は、自社で合理的に算定した価額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）で

あります。 

  

（賃貸等不動産関係）

14,773

連結貸借対照表計上額  
当連結会計年度末の時価 

前連結会計年度末残高  当連結会計年度増減額  当連結会計年度末残高  

  684,890   △17,948   666,941   621,058

17,948

17,215

連結貸借対照表計上額  
当連結会計年度末の時価 

前連結会計年度末残高  当連結会計年度増減額  当連結会計年度末残高  

  666,941   △16,977   649,964   592,109

16,977
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前連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

（注）１．事業区分の内容 

   （１）情報処理・ソフトウェア開発業務 

    ① ソフトウェア開発業務［ＯＡ（オフィスオートメーション）系管理業務を中心としたアプリケーション開

発、通信制御系等のソフトウェア開発等］ 

② システム運用業務（システム開発後のシステム運用に係わる業務） 

③ ファシリティサービス業務（エントリー業務の受託、運営管理、キーパンチャー派遣等） 

   （２）機器販売業務 

     各種ＰＣ（パーソナルコンピュータ）及び周辺機器の販売 

   （３）リース等その他の業務 

     コンピュータ関連、各種事務機器及び不動産の賃貸 

   ２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産 

  

   ３．減価償却費及び資本的支出には、のれん及びその償却額が含まれております。   

前連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  

情報処理・ソ
フトウェア開
発業務 

（千円） 

機器販売業務
（千円） 

リース等その
他の業務 

（千円） 
計（千円） 消去又は全社 

（千円） 
連結

（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益             

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 9,795,998 1,218,016 319,698  11,333,713 (－) 11,333,713

(2）セグメント間の内部売上高又は振

替高 
114 12 1,396  1,523 (1,523) －

計 9,796,113 1,218,028 321,094  11,335,236 (1,523) 11,333,713

営業費用 8,427,930 1,086,555 232,395  9,746,881 (1,523) 9,745,358

営業利益 1,368,182 131,472 88,699  1,588,355 (－) 1,588,355

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出             

資産 2,525,723 30,048 859,671  3,415,443  10,775,115 14,190,558

減価償却費 335,111 － 34,114  369,226  57,684 426,911

資本的支出 530,785 － 11,005  541,791  14,309 556,100

  前連結会計年度 主な内容

消去又は全社の項目に

含めた全社資産の金額

（千円）  10,775,115

提出会社における売上債

権等の流動資産、本社ビ

ル等の有形固定資産及び

投資その他の資産であり

ます。 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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当連結会計年度（自平成23年１月１日  至平成23年12月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社の事業は主にソフトウェア開発業務、システム運用業務及びファシリティサービス業務を営む情報

処理・ソフトウェア開発業務、各種ＰＣ（パーソナルコンピュータ）及び周辺機器の販売を営む機器販売

業務及びコンピュータ関連、各種事務機器及び不動産の賃貸を営むリース等その他の業務となっており、

これらの３つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。報告セグメントの利益は営業利益ベースであります。セグメント間

の内部売上高は市場価格等を勘案して決定しております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 当連結会計年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売上債権等の流動資

産、本社ビル等の有形固定資産及び投資その他の資産であります。 

２．調整額は、セグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と一致しております。  

  

ｄ．セグメント情報

  

報告セグメント

その他
（注１） 

合計
調整額 

（注２）  

連結財務諸表
計上額 

（注３）  
情報処理・ソ
フトウェア開
発業務 

機器販売業務
リース等その
他の業務 

売上高               

外部顧客に対する売上

高 
 9,222,564 848,894 298,876 －  10,370,335  － 10,370,335

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 208 － 3,378 －  3,587 (3,587) －

計  9,222,773 848,894 302,254 －  10,373,922 (3,587) 10,370,335

セグメント利益  1,168,388 133,787 89,023 －  1,391,199  － 1,391,199

セグメント資産  2,522,428 6,655 863,855 10,776,811  14,169,750  － 14,169,750

その他の項目    

減価償却費  350,215 － 31,026 52,782  434,024  － 434,024

のれんの償却額  3,399 － － －  3,399  － 3,399

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 367,572 － 35,231 1,398  404,203  － 404,203
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当連結会計年度（自平成23年１月１日  至平成23年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の記載をしているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。  

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

  

当連結会計年度（自平成23年１月１日  至平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（自平成23年１月１日  至平成23年12月31日） 

（単位：千円）

 のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の記載をしているため、記載を省略しております。 

  

  

当連結会計年度（自平成23年１月１日  至平成23年12月31日） 

該当事項はありません。  

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基

準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

  

前連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

関連当事者との間の取引に重要なものがないので、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

関連当事者との間の取引に重要なものがないので、記載を省略しております。 

  

ｅ．関連情報

顧客の名称又は氏名  売上高（千円） 関連するセグメント名 

 日本総合住生活㈱ 998,611
 情報処理・ソフトウェア開発業務 

 機器販売業務  

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  

報告セグメント

その他 合計 調整額 連結財務諸表
計上額  情報処理・ソ

フトウェア開
発業務 

機器販売業務
リース等その
他の業務 

当期末残高  7,083 － － －  7,083  － 7,083

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（関連当事者情報）
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 1,285.62

１株当たり当期純利益 円 97.48

１株当たり純資産額 円 1,298.59

１株当たり当期純利益 円 84.18

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 

当期純利益（千円）  895,107  772,993

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  895,107  772,993

期中平均株式数（株）  9,182,714  9,182,664

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

平成19年３月26日定時株主総会

決議 ストックオプション（新

株予約権の数1,300個）普通株

式130,000株。 

平成21年３月27日定時株主総会

決議 ストックオプション（新

株予約権の数200個）普通株式

20,000株。 

平成19年３月26日定時株主総会

決議 ストックオプション（新

株予約権の数1,200個）普通株

式120,000株。 

平成21年３月27日定時株主総会

決議 ストックオプション（新

株予約権の数200個）普通株式

20,000株。 

  

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,332,728 1,037,709

受取手形 31,555 38,252

売掛金 1,395,092 1,303,505

有価証券 － 363,320

商品 451 427

仕掛品 519,541 321,753

貯蔵品 3,980 3,783

前渡金 100 100

前払費用 17,566 64,455

繰延税金資産 125,726 172,039

未収入金 88,749 51,644

その他 2,161 2,484

貸倒引当金 △6,840 △7,640

流動資産合計 3,510,814 3,351,837

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,498,329 3,519,367

減価償却累計額 △1,795,244 △1,885,269

建物（純額） 1,703,085 1,634,098

構築物 42,675 45,345

減価償却累計額 △38,241 △39,158

構築物（純額） 4,434 6,187

機械及び装置 233,477 233,477

減価償却累計額 △139,058 △152,710

機械及び装置（純額） 94,419 80,767

車両運搬具 44,149 45,060

減価償却累計額 △30,489 △35,434

車両運搬具（純額） 13,660 9,625

工具、器具及び備品 1,732,939 1,792,857

減価償却累計額 △1,333,868 △1,373,826

工具、器具及び備品（純額） 399,071 419,030

土地 4,163,856 4,163,856

建設仮勘定 10,038 509,888

その他 88 －

減価償却累計額 － －

その他（純額） 88 －

有形固定資産合計 6,388,653 6,823,454
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

無形固定資産   

電話加入権 4,752 4,752

水道施設利用権 － 1,173

のれん 10,483 7,083

借地権 4,260 2,130

無形固定資産合計 19,496 15,139

投資その他の資産   

投資有価証券 3,667,894 3,246,353

関係会社株式 201,054 201,201

関係会社出資金 10,000 10,000

従業員に対する長期貸付金 7,230 5,760

前払年金費用 25,555 16,584

破産更生債権等 2,844 1,723

敷金及び保証金 33,636 31,250

長期前払費用 － 19,678

繰延税金資産 151,797 269,255

その他 22,183 22,508

貸倒引当金 △2,699 △1,634

投資その他の資産合計 4,119,496 3,822,679

固定資産合計 10,527,647 10,661,273

資産合計 14,038,461 14,013,111

負債の部   

流動負債   

買掛金 410,119 313,163

関係会社短期借入金 40,709 70,572

未払金 311,029 300,628

未払費用 322,757 322,693

未払法人税等 362,000 298,000

未払事業所税 15,109 14,959

未払消費税等 102,326 82,041

前受金 15,242 35,456

預り金 516,854 509,332

賞与引当金 220,141 222,604

その他 8,226 15,574

流動負債合計 2,324,516 2,185,027

固定負債   

長期預り金 9,616 9,616

役員退職慰労引当金 29,267 30,599

固定負債合計 38,883 40,215

負債合計 2,363,400 2,225,242
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,370,150 1,370,150

資本剰余金   

資本準備金 1,302,350 1,302,350

資本剰余金合計 1,302,350 1,302,350

利益剰余金   

利益準備金 179,123 179,123

その他利益剰余金   

別途積立金 7,979,450 8,509,450

繰越利益剰余金 1,185,214 1,046,625

利益剰余金合計 9,343,788 9,735,199

自己株式 △243,435 △243,453

株主資本合計 11,772,852 12,164,245

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △141,603 △428,183

評価・換算差額等合計 △141,603 △428,183

新株予約権 43,812 51,806

純資産合計 11,675,060 11,787,868

負債純資産合計 14,038,461 14,013,111
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高   

情報処理・ソフトウェア開発 9,796,113 9,222,773

機器販売 1,218,028 848,894

リース等その他 96,340 78,601

売上高合計 11,110,482 10,150,268

売上原価   

情報処理・ソフトウェア開発原価 6,828,831 6,556,675

機器販売原価 924,416 550,928

リース等その他原価 16,051 14,616

売上原価合計 7,769,298 7,122,220

売上総利益 3,341,183 3,028,048

販売費及び一般管理費   

給料 882,403 786,265

賞与引当金繰入額 44,147 44,093

賞与 106,309 103,374

株式報酬費用 12,122 7,994

退職給付費用 15,849 15,224

役員退職慰労引当金繰入額 1,415 1,332

法定福利費 105,010 118,412

福利厚生費 60,657 53,769

租税公課 89,530 85,866

減価償却費 97,779 101,205

賃借料 39,817 38,489

修繕費 29,429 39,312

支払手数料 65,826 39,942

貸倒引当金繰入額 － 6,533

その他 212,911 222,107

販売費及び一般管理費合計 1,763,212 1,663,921

営業利益 1,577,971 1,364,126

営業外収益   

受取利息 106 203

有価証券利息 51,633 58,302

受取配当金 92,723 94,949

有価証券売却益 12,882 －

デリバティブ評価益 7,947 2,209

雑収入 27,880 27,235

営業外収益合計 193,173 182,901
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業外費用   

支払利息 428 458

有価証券売却損 3,270 2,501

有価証券償還損 19,208 －

雑損失 116 13

営業外費用合計 23,024 2,973

経常利益 1,748,121 1,544,054

特別損失   

固定資産除却損 27,471 16,004

投資有価証券評価損 177,000 199,835

貸倒損失 31,794 22,959

特別損失合計 236,265 238,800

税引前当期純利益 1,511,855 1,305,254

法人税、住民税及び事業税 607,810 564,524

法人税等調整額 7,770 △17,988

法人税等合計 615,580 546,536

当期純利益 896,275 758,717
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,370,150 1,370,150

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,370,150 1,370,150

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,302,350 1,302,350

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,302,350 1,302,350

資本剰余金合計   

前期末残高 1,302,350 1,302,350

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,302,350 1,302,350

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 179,123 179,123

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 179,123 179,123

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 7,479,450 7,979,450

当期変動額   

別途積立金の積立 500,000 530,000

当期変動額合計 500,000 530,000

当期末残高 7,979,450 8,509,450

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,137,883 1,185,214

当期変動額   

別途積立金の積立 △500,000 △530,000

剰余金の配当 △348,944 △367,306

当期純利益 896,275 758,717

当期変動額合計 47,330 △138,588

当期末残高 1,185,214 1,046,625

利益剰余金合計   

前期末残高 8,796,457 9,343,788
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △348,944 △367,306

当期純利益 896,275 758,717

当期変動額合計 547,330 391,411

当期末残高 9,343,788 9,735,199

自己株式   

前期末残高 △243,330 △243,435

当期変動額   

自己株式の取得 △105 △17

当期変動額合計 △105 △17

当期末残高 △243,435 △243,453

株主資本合計   

前期末残高 11,225,627 11,772,852

当期変動額   

剰余金の配当 △348,944 △367,306

当期純利益 896,275 758,717

自己株式の取得 △105 △17

当期変動額合計 547,225 391,393

当期末残高 11,772,852 12,164,245

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △258,403 △141,603

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116,800 △286,579

当期変動額合計 116,800 △286,579

当期末残高 △141,603 △428,183

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △258,403 △141,603

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116,800 △286,579

当期変動額合計 116,800 △286,579

当期末残高 △141,603 △428,183

新株予約権   

前期末残高 31,689 43,812

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,122 7,994

当期変動額合計 12,122 7,994

当期末残高 43,812 51,806
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

純資産合計   

前期末残高 10,998,912 11,675,060

当期変動額   

剰余金の配当 △348,944 △367,306

当期純利益 896,275 758,717

自己株式の取得 △105 △17

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 128,922 △278,585

当期変動額合計 676,148 112,807

当期末残高 11,675,060 11,787,868
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 該当事項はありません。  

   

継続企業の前提に関する注記
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重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

   (2)その他有価証券 

   時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

   なお、組込デリバティブを区分して

測定することができない複合金融商

品については、複合金融商品全体を

時価評価し、評価差額を当期の損益

に計上しております。  

 (2)その他有価証券 

   時価のあるもの 

同   左 

     時価のないもの 

国内非上場株式 

移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

国内非上場株式 

同   左 

  非上場外国債券 

償却原価法（定額法） 

非上場外国債券 

同   左 

     投資事業組合等 

   投資事業組合等の事業年度の財務

諸表及び事業年度の中間会計期間

に係る中間財務諸表に基づいて、

投資事業組合等の純資産を出資持

分割合に応じて計上しておりま

す。 

   投資事業組合等 

同   左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品・仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額

は、収益性の低下に基づく簿価の切下

げの方法により算定） 

(1)商品・仕掛品 

同   左 

  (2)貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表

価額は、収益性の低下に基づく簿価の

切下げの方法により算定） 

(2)貯蔵品 

同   左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

なお、平成10年10月1日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。 

平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法 

(1)有形固定資産 

同   左 

  なお、主要な有形固定資産の耐用年数

は下記のとおりです。 

  建物         50年 

  工具、器具及び備品   5年 

  

   (2)無形固定資産 

  定額法 

 (2)無形固定資産 

同   左 

      ――――――  (3)長期前払費用 

  定額法 
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項目 
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

４．引当金の計上基準  (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

 (1)貸倒引当金 

同   左 

   (2)賞与引当金 

  従業員の賞与金の支払に備えて、賞与

支給見込額の当期負担額を計上してお

ります。 

 (2)賞与引当金 

同   左 

   (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。 

  過去勤務債務は、主としてその発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による定額法により

費用処理をしております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することと

しております。 

  なお、計算の結果、当事業年度におい

ては、退職給付引当金が借方残高とな

ったため前払年金費用として投資その

他の資産に計上しております。 

  （会計方針の変更） 

  当事業年度より、「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）（企業

会計基準委員会 平成20年７月31日 

企業会計基準第19号）を適用しており

ます。 

  なお、この変更による損益に与える影

響はありません。 

 (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。 

  過去勤務債務は、主としてその発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年）による定額法により

費用処理をしております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することと

しております。 

  なお、計算の結果、当事業年度におい

ては、退職給付引当金が借方残高とな

ったため前払年金費用として投資その

他の資産に計上しております。 

   

  (4)役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支給に充当するた

め、役員退職慰労金内規に基づく当事

業年度末要支給額を計上しておりま

す。 

(4)役員退職慰労引当金 

同   左 
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項目 
前事業年度

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

５．収益及び費用の計上基準  当事業年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる受注制作のソフ

トウエア開発契約については工事進行基

準（進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の契約については工事完成基準を

適用しております。 

（会計方針の変更） 

受注制作のソフトウエアに係る収益の計

上基準については、従来、検収基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平

成19年12月27日 企業会計基準第15号）

及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成19年

12月27日 企業会計基準適用指針第18

号）を当事業年度より適用し、当事業年

度に着手した契約から、当事業年度末ま

での進捗部分について成果の確実性が認

められる契約については工事進行基準

（進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の契約については工事完成基準を適

用しております。 

なお、この変更による損益に与える影響

はありません。 

当事業年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる受注制作のソフ

トウエア開発契約については工事進行基

準（進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の契約については工事完成基準を

適用しております。 

  

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

イ 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同   左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

         ――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第21

号 平成20年３月31日）を適用しております。 

なお、この変更による損益に与える影響はありません。 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年12月31日） 

当事業年度 
（平成23年12月31日） 

※１．関係会社に係る注記 

各科目に含まれる関係会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※１．関係会社に係る注記 

各科目に含まれる関係会社に対するものは、次の

とおりであります。 

売掛金 千円2,626

未収入金 千円9,021

買掛金 千円3,772

未払金 千円1

売掛金 千円1,749

未収入金 千円13,766

買掛金 千円15,779

未払金 千円1,258

※２．期末日満期手形の処理 ※２．期末日満期手形の処理 

   期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

   したがって、当期末日は銀行休業日のため、次の

とおり期末日満期分が期末残高に含まれておりま

す。 

   期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

   したがって、当期末日は銀行休業日のため、次の

とおり期末日満期分が期末残高に含まれておりま

す。 

※３．損失の見込まれる工事契約に係る仕掛品は、これに

対応する工事損失引当金 千円を相殺表示して

おります。 

受取手形 千円7,873

30,230

※３．損失の見込まれる工事契約に係る仕掛品は、これに

対応する工事損失引当金 千円を相殺表示して

おります。 

受取手形 千円7,084

98,884

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具 千円1,605

工具、器具及び備品 千円25,865

計 千円27,471

建物 

車両運搬具 

千円

千円

1,047

194

工具、器具及び備品 千円14,762

計 千円16,004

※２．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 

                    千円 30,230

※２．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 

                    千円 97,923
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前事業年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

当事業年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

 前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価及び差額は

記載しておりません。 

  

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。  

   

 当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価及び差額は

記載しておりません。 

   

（株主資本等変動計算書関係）

  
前期末株式数

（株） 
当期増加株式数

（株） 
当期減少株式数 

（株） 
当期末株式数

（株） 

自己株式         

普通株式 （注）  167,245  90  －  167,335

合計  167,245  90  －  167,335

90

  
前期末株式数

（株） 
当期増加株式数

（株） 
当期減少株式数 

（株） 
当期末株式数

（株） 

自己株式         

普通株式 （注）  167,335  16  －  167,351

合計  167,335  16  －  167,351

16

（有価証券関係）

区分   貸借対照表計上額（千円） 

 子会社株式   195,054

 関連会社株式   6,000

区分   貸借対照表計上額（千円） 

 子会社株式   195,201

 関連会社株式   6,000
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

①流動資産  

賞与引当金 千円89,443

未払事業税 千円6,102

その他 千円30,180

 計 千円125,726

繰延税金資産  

①流動資産  

賞与引当金 千円90,444

未払事業税 

その他有価証券 

千円

千円

25,190

25,743

その他 千円30,662

 計 千円172,039

    

②固定資産  

役員退職慰労引当金 千円11,891

土地減損損失 

投資有価証券評価損 

その他有価証券 

千円

千円

千円

43,337

10,046

96,906

 計 千円162,181

繰延税金負債（固定）との相殺額 千円△10,383

繰延税金資産の純額（固定） 千円151,797

②固定資産  

役員退職慰労引当金 千円10,872

土地減損損失 

投資有価証券評価損 

その他有価証券 

千円

千円

千円

37,951

9,385

216,946

 計 千円275,156

繰延税金負債（固定）との相殺額 千円△5,901

繰延税金資産の純額（固定） 千円269,255

    

繰延税金負債  

①流動負債  

該当事項はありません。  

繰延税金負債  

①流動負債  

該当事項はありません。  

    

②固定負債  

前払年金費用 千円10,383

 計 千円10,383

繰延税金資産（固定）との相殺額 千円△10,383

繰延税金負債の純額（固定）    －

②固定負債  

前払年金費用 千円5,901

 計 千円5,901

繰延税金資産（固定）との相殺額 千円△5,901

繰延税金負債の純額（固定）    －

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との差異原因 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

同   左 
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 前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

―――――――― ３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正 

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対

応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を

改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために

必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開

始する事業年度より法人税が変更されることとなり

ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等

に係る解消期間に応じて以下のとおりとなります。 

平成24年12月31日まで 40.63% 

平成25年１月１日から平成27年12月31日まで 37.96% 

平成28年１月１日以降 35.58% 

この税率の変更により繰延税金資産の金額は36,638

千円減少し、法人税等調整額（貸方）が6,752千円減

少しております。 
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 1,266.65

１株当たり当期純利益 円 97.60

１株当たり純資産額 円 1,278.07

１株当たり当期純利益 円 82.63

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

当事業年度
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日) 

当期純利益（千円）  896,275  758,717

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  896,275  758,717

期中平均株式数（株）  9,182,714  9,182,664

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

平成19年３月26日定時株主総会

決議 ストックオプション（新

株予約権の数1,300個）普通株

式130,000株。 

平成21年３月27日定時株主総会

決議 ストックオプション（新

株予約権の数200個）普通株式

20,000株。 

平成19年３月26日定時株主総会

決議 ストックオプション（新

株予約権の数1,200個）普通株

式120,000株。 

平成21年３月27日定時株主総会

決議 ストックオプション（新

株予約権の数200個）普通株式

20,000株。  

（重要な後発事象）
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役員の異動 

 ① 代表取締役の異動 

  ・新任予定代表取締役 

   代表取締役社長執行役員 甲田 英毅（現 取締役副社長執行役員） 

  ・退任予定代表取締役 

   代表取締役社長執行役員 山根 末男（顧問 就任予定）  

 ② 取締役の異動 

  ・新任予定取締役 

   取締役執行役員兼ネットワークマネジメント部長 長沼 哲夫 

   （現 執行役員兼ネットワークマネジメント部長） 

  ・役名の変更 

   取締役執行役員兼製造システム営業部長兼小売システム営業部長兼住宅・建設システム営業部長 古閑 祐二 

   （現 取締役常務執行役員兼製造システム営業部長兼小売システム営業部長兼住宅・建設システム営業部長） 

 ③ 就任予定日 

  平成24年３月28日 

 

   

６．その他
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